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 舗装の劣化に伴う道路利用者の安全性・快適性の低下を貨幣換算し，ユーザーコストが道路舗装の維持管

理計画に与える影響について感度分析を行った．具体的には，コンジョイント分析を用いて安全性・快適性

に係る道路利用者の支払意思額を算出すると共に，岐阜市の道路ネットワークを用いて，支払意思額を変化

させた場合の最適 MCI への影響を分析した．その結果，道路区間ごとに違いはあるものの，安全性・快適

性に係るユーザーコストが維持管理計画に影響を与えるには，概ね 0.5 円/km 程度以上の支払意思額が必要

となることがわかった．また，ユーザーコストを考慮した場合の最適 MCI は，道路ネットワークの影響を

大きく受けるため，管理目標の設定は道路区間ごとに行うことが効果的であることが確認された． 
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１．はじめに 

 一定水準の道路整備が完了した現在，全国の道路管理

者の関心事は，徐々に新規の道路整備から既存の道路資

本の効率的な維持管理へとシフトしている．このため，

舗装の効率的な維持管理計画の策定を目的とした舗装維

持管理システムの構築が全国で進められている．これら

のシステムの中には，補修工事の際に必要となる維持管

理費用に加え，補修時の交通規制による道路利用者の迂

回費用を考慮したものもあり，道路利用者の視点を維持

管理計画に反映する試みも，一部では既に導入されつつ

ある． 
 しかしながら，そのような補修時の時間損失費用に加

え，舗装の劣化に伴う道路利用者の安全性・快適性の低

下をユーザーコストとして考慮すべきであるとの議論も

ある 1)．道路利用者へのサービス水準をLCC（Life Cycle 
Cost）の一要素として考慮することは，社会的ニーズが

量的な整備から質的な管理へと移行する状況において，

有意なことであると思われる． 
 そこで，本研究では，岐阜県での道路アセットマネジ

メントの検討内容を基に，道路管理者の視点に加え道路

利用者の視点を反映した評価方法を提案する．具体的に

は，道路舗装のLCCを「補修費用にユーザーコストを加

えたもの」と定義することにより，ユーザーコストを考

慮することが道路舗装の維持管理計画に与える影響につ

いて，実際の岐阜市の道路ネットワークを用いた分析を

行う．また，本研究では，ユーザーコストとして，補修

工事時の通行規制により発生する一般化交通費用の増分

である「利便性」に係るユーザーコスト，舗装の劣化に

伴い悪化すると考えられる「安全性」および「快適性」

に係るユーザーコストの３つを考慮する．そして，特に

高い精度での貨幣換算が困難であると思われる安全性・

快適性に係るユーザーコストについては，感度分析を実

施する．これにより，安全性・快適性に係るユーザーコ

ストがどの程度の水準であれば，維持管理計画に影響を

与える可能性があるかを明らかにする． 

 
２．本研究の位置づけ 

 道路舗装マネジメントについては，様々な研究が行わ

れている．田村ら 2)は，道路舗装の劣化について交通需要

と自然劣化という 2 種類の不確実性を考慮すると共に，

ユーザーコストとして車両走行費用や迂回費用を考慮し，

予算制約下における道路網全体での修繕順位決定ルール
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を提案している．しかしながら，乗心地の悪化に伴うユ

ーザーコストについては定量化が困難であることから考

慮されていない． 
 乗心地の悪化に関するユーザーコストについては，川

村 3)らは，道路利用者の安全性・快適性に対するニーズを

把握するため，道路舗装の平坦性の指標である IRI
（International Roughness Index）と被験者による乗り心地

の評価を行い，IRIと乗り心地の関係式を求めている．ま

た，遠藤・姫野 4)や，石田ら 5)は，乗り心地の向上に対す

る支払意思額（WTP（Willingness To Pay））についてアン

ケート調査を行い，IRIと支払意思額の関係を示している．

これらの既往研究は，道路管理者が維持補修計画の立案

に評価指標として用いている MCI（Maintenance Control 
Index）が，安全性や快適性といった道路利用者のニーズ

を十分に反映していないという問題意識のもと，IRIとユ

ーザーコストの関係を分析した点が成果といえる． 
 また，筆者ら 6)は，道路の劣化状態（ひび割れ率やわだ

ち掘れ量）が道路利用者のWTPに与える影響を分析する

ため，コンジョイント分析により，安全性・快適性に係

る支払意思額をMCIに基づいて算出し，仮想道路ネット

ワークを用いてユーザーコストが補修戦略に与える影響

の分析を行っている．これは，地方自治体では，過去の

データベースや点検・劣化予測の技術など，舗装マネジ

メントに関する知見の多くが，MCI を中心に蓄積されて

いることから，補修戦略の検討にはMCIを活用すること

が効率的であるとの考えによるものである． 
 しかしながら，これらの既往研究における乗心地の貨

幣換算の試みの多くは，「被験者によって回答する金額に

大きなばらつきがみられる」，「質問の仕方によって回答

される金額が変化する」，「統計的な有意性が担保されて

いない」などの問題を抱えており，田村ら 1)が指摘してい

る通り，乗心地の悪化や速度低下による時間損失，騒音

などによるユーザーコストの低下を高い精度で定量化す

ることは，現状では困難であるといえる． 
 そこで本研究では，実際の道路ネットワークを用いて

道路利用者の安全性・快適性に対するWTPが，道路舗装

の維持管理計画に与える影響についての感度分析を実施

する．これは，現状では精度の高いWTPの推計は困難で

あっても，貨幣換算の主要な目的の 1 つが道路の維持管

理に係る意思決定に用いるためであることを考えれば，

どの程度の WTP であればその意思決定に影響を与え得

るかを分析することは有意なことであると思われるため

である． 
 なお，本研究における主要な論点は，次の５点である．

①利便性・快適性・安全性に関するユーザーコストを考

慮したLCCを定式化する．②インターネットアンケート

調査を用いたコンジョイント分析により，安全性・快適

性に対するWTPを算出する．③実際の岐阜市の道路ネッ

トワークを用いてLCCを試算し，目標維持管理水準を変

化させた場合の影響について分析する．④安全性・快適

性に対するWTPを変化させた場合の感度分析を行い，最

適目標維持管理水準の変化を分析する．⑤さらに，路線

別・道路区間別に目標管理水準を設定することで，WTP
の感度分析と道路のネットワーク特性との関連について

分析する． 
 
３．ユーザーコストを考慮したLCCの定式化 

道路舗装のLCCを補修費用，利便性・安全性・快適性

に関するユーザーコストの和と定義し，補修水準最適化

の目的関数を(1)式の通り定式化する．なお，LCCは，ラ

イフサイクルにおける毎期のコストを現在価値換算した

ものである． 

( ) ( ) ( ){∑∑=
a t

cm taUCtaUCtaMCLCC ,,, ＋＋  

     ( )} ( )ts rtaUC ＋／＋ 1,         (1) 

ここで，MC ：補修費用， mUC ：利便性に関するユー

ザーコスト， cUC ：快適性に関するユーザーコスト，

sUC ：安全性に関するユーザーコスト，a：ネットワー

ク上のリンク，t：プロジェクト年次，r：社会的割引率，

である． 
 
(1) 補修費用MC  

補修費用MC は，補修時のMCI水準ごとに補修工法を

設定し，(2)式により算出する． 

lbcMC ××=           (2) 

ここで，MC ：各補修箇所の補修費用，c：単位面積あ

たりの補修費用，b ：補修箇所の幅員，l ：補修箇所の

区分長，である． 
 
(2) 利便性に関するユーザーコスト mUC  

道路利用者の利便性に関するユーザーコスト mUC は，

補修工事時の通行規制により発生する一般化交通費用の

増分として捉える．これは，補修工事に伴う迂回等によ

る所要時間・走行費用の増分を消費者余剰の減少分とし

て算出する 7)．また，補修時の工期は補修工法ごとに決定

する． 

{ } lmmm TllattaUC )()( 012011 −+−=      (3) 

ここで， lT ：工事期間， 1a ：時間価値， 2a ：走行費用，

mt1 ：補修工事中のネットワーク全体の総走行時間， 0t ：

通常時のネットワーク全体の総走行時間， ml1 ：補修工事

中のネットワーク全体の総走行距離， 0l ：通常時のネッ

トワーク全体の総走行距離，である． 
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(3) 安全性に関するユーザーコスト sUC  

本研究では，舗装設計施工指針（平成 18 年版）8)を参

考に，「わだち掘れ量の増大」を「安全性の低下」と定義

する．同指針では，安全性はすべり抵抗性などからも影

響を受けるものとされるが，本研究では岐阜県道路舗装

データの使用を前提としているため，入手可能なデータ

として「わだち掘れ量」を採用した．安全性に関するユ

ーザーコスト sUC は，「わだち掘れ量」に対するWTPと

交通量，「わだち掘れ量」の積により算出する． 

),( tiRDvWTPUC
a

ass ∑ ××=    (4) 

ここで， sWTP ：安全性に対する支払意思額， av ：リン

ク交通量， ),( tiRD ：わだち掘れ量，i ：道路区間，で

ある． 
 
(4) 快適性に関するユーザーコスト cUC  

快適性に関するユーザーコストも，舗装設計施工指針

（平成 18 年版）を参考に，「ひび割れ率の増大」を「快

適性の低下」と定義する．同指針では，快適性は平坦性

や透水性などからも影響を受けるものとされるが，入手

可能なデータがひび割れ率のみであるため，こちらを採

用した．快適性に関するユーザーコスト cUC は，舗装の

劣化（MCIの低下）のうち，「ひび割れ率」に対するWTP
と交通量，「ひび割れ率」の積により算出する． 

),( tiCRvWTPUC
a

acc ∑ ××=    (5) 

ここで， cWTP ：快適性に対する支払意思額， av ：リン

ク交通量， ),( tiCR ：ひび割れ率，i ：道路区間，であ

る． 
 

４．LCCの算出手法 

(1) 劣化予測式の推計 

岐阜県道路舗装点検データを用いて劣化予測式を推定

した．観測地点の供用環境を示す各属性（表-1および表

-2参照）に経過年数を乗じて説明変数として重回帰分析

を行う．重回帰分析を実施した結果ひび割れ率 ),( tiCR ，

わだち掘れ量 ),( tiRD の劣化予測式は(6)式，(7)式のよう

に推定された．なお，重相関係数は，ひび割れ率が0.69，
わだち掘れ量が0.70となっている．ひび割れ率は，農村部，

山間部，都市部と供用地域によって劣化速度が異なる．

また，わだち掘れ量は大型車交通量の影響を受けている

と共に，排水性アスファルト舗装である場合や寒冷・積

雪地域で劣化の進行が速いことが確認された． 
また，MCIの算出式については，岐阜県で用いられて

いる(8)式を，本研究においても用いるものとする．MCI

の算定式には平坦性指標を含むものもあるが，岐阜県で

はデータを収集しておらず，(8)式では平坦性指標は含ま

れない．しかしながら，走行快適性の分析には平坦性指

標を用いることが望ましい．現在，岐阜県では別途，IRI
のデータ収集が検討されていることから，今後のデータ

の整備状況に合わせて引き続き検討を行うものとする． 

( ) txxxiCRtiCR ×++= 321 355.0808.0674.0)0,(),( ＋  

(6) 
＋)0,(),( iRDtiRD =   

( ) tixxxx ×+++ )(000335.0933.0227.0181.0 7654
 

(7) 

ここで， 1x ～ 6x はダミー変数（ 1x ：農村部， 2x ：山間

部， 3x ：都市部， 4x ：寒冷地域， 5x ：積雪地域， 6x ：

排水性アスファルト舗装）， )(7 ix ：大型車交通量，であ

る． 
7.03.0 ),(3.0),(51.110 tiRDtiCRMCI −−=    (8) 

(2) 迂回による時間損失の推計 

 本研究では補修時の交通流への影響を，利用者均衡配

分を用いて求める．これは，ある地点間の移動は，どの

ような経路を使っても同じ所要時間となるよう交通量を

各道路区間に配分する手法である．補修時には道路の交

通容量を1/2として計算することにより，車線の半分を通

行規制すると仮定した場合の影響を分析する．なお，こ

れは以下のような数理最適化問題として表現できる 8)． 

 ( )∑ ∫
∈Aa

x

a

a

dwwt
0

min                (9) 

  0.. =−∑
∈

rs
Kk

rs
k Qfts

rs

　　　 ， 0, ≥krsf  

∑
∈

=
rsKk

rs
kaka fx δ             (10) 

表-1 劣化予測式の推計（ひび割れ率） 

Ⅰ.説明変数（属性） 係数 ｔ値

①農村部(ﾀﾞﾐｰ変数) 0.674 32.2

②山間部(ﾀﾞﾐｰ変数) 0.808 32.0

③都市部(ﾀﾞﾐｰ変数) 0.355 4.55

Ⅱ.重相関係数 0.69 

Ⅲ.観測数 2,236箇所 

表-2 劣化予測式の推計（わだち掘れ量） 

Ⅰ.説明変数（属性） 係数 ｔ値

①大型車交通量(台/日) 0.000335 27.1

②寒冷地域(ﾀﾞﾐｰ変数) 0.181 7.59

③積雪地域(ﾀﾞﾐｰ変数) 0.227 4.56

④排水性ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装(ﾀﾞﾐｰ変数) 0.933 4.89

Ⅱ.重相関係数 0.70 

Ⅲ.観測数 2,160箇所 
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ここで，
rs

kf ：ODペアrs間の第k 経路の経路交通量， 
( )wta ：リンクa のリンク・パフォーマンス関数， rsQ ：

OD ペアrs間の分布交通量， akδ ：リンクa が経路k に

含まれる時に1，含まれない時に0となる変数，である． 
 
５．安全性・快適性に関するユーザーコストの算出 

(1) コンジョイント分析 

 本研究では，安全性・快適性の低下に伴うユーザーコ

ストの算出手法として，コンジョイント分析を用いる．

コンジョイント分析は，アンケート調査等において表明

した選好データを用いる便益測定手法の１つである．コ

ンジョイント分析は，CVM（Contingent Valuation Method）
と同様，表明選好法であることから共通点は多いが，特

に属性ごとの価値が評価可能であるという点において，

CVMよりも優れているとされる． 
 コンジョイント分析の調査手法には，主に①完全プロ

ファイル評定方式，②ペアワイズ評定方式，③選択型コ

ンジョイント，④一対比較法の４種があるとされる 9)．本

研究では，一対比較法を用いる．これは 2 つの異なるプ

ロファイルを示し，好ましいプロファイルを選択しても

らう手法であり，被験者にとって実際の行動に近く現実

的であると共に，選択肢を限定することから被験者の混

乱が避けられるとの長所を持つ．具体的な調査内容を次

節に示す． 
 

(2) 利用者意識調査の実施 

 道路舗装が劣化するとわだち掘れが大きくなることや

ひび割れが発生することにより，利用者の安全性・快適

性は低下すると考えられる．それらを定量的に評価する

ために，道路利用者への意識調査を実施する． 
 利用者意識調査は，インターネットを通じて実施し，

図-1のようなホームページを作成することで，誰でも回

答しやすいシステムとした．調査の対象は，岐阜県のイ

ンターネットモニター，岐阜県中濃メーリングリストの

参加者，岐阜大学工学部社会基盤工学科の学生を対象と

して実施した．調査の結果，回答者数 168 人，有効回答

数1,555サンプルを得た． 
調査では，まず回答者の時間価値を測定するために，

図-2のように所要時間の異なる「一般道路Ａ」と「有料

道路Ｂ」の２つの選択肢から１つを選択してもらう．そ

して，次に表-3に示すような 9 つのプロファイルの中か

らランダムに 2 種を示し，それに該当する道路舗装の劣

化性状を撮影した動画を再生させる．そして，各道路を

通勤・通学時に使用した場合に必要となる所要時間を表

示した上で，図-3のように「どちらのルートを使用する

か」を被験者に選択してもらう方法とした．なお，各プ

ロファイルは，同程度の劣化状態である岐阜市内の道路

図-1 利用者意識調査に用いたＨＰの画面（属性調査） 

図-2 時間価値調査の画面 

図-3 利用者意識調査（一対比較）の画面 

表-3 利用者意識調査に用いた地点の劣化の状態 

No ひび割れ率（%） わだち掘れ量（mm） 
1 5.0 5.0 
2 5.0 9.0 
3 5.0 15.0 
4 15.0 3.9 
5 15.0 9.3 
6 15.9 14.3 
7 28.7 6.7 
8 30.2 10.5 
9 30.6 14.1 
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舗装を点検データから抽出し，実際にその地点を約

40km/hで走行しながら車内に固定されたビデオカメラで

撮影したものを用いている． 

実際には走行中の揺れや劣化状態のみを分析対象とす

るため，比較する２つのサンプルについてはその他の要

素（道路復員や沿道環境など）を同一とすることが望ま

しい．しかしながら，今回の調査では限られたデータの

中では沿線環境を統一することが困難であったため，調

査画面では「走行中の揺れや道路の劣化状態に注目」す

るよう，被験者に示すこととした．また，劣化状態につ

いては，調査画面の中で通常運転する際と同程度に，ひ

び割れなどの劣化状態が視認できるよう，留意している． 
 この調査方法を用いた場合，安全性・快適性に対する

WTPは，被験者の時間価値から間接的に算出されること

になる．CVMでWTPを推計する場合などは，例えば「舗

装を補修するためにいくら支払うことができるか」とい

う設問を用いることになるが，この場合「舗装の補修に

金銭を支払う習慣がない」ことなどが原因となり，大き

なバイアスが生じる可能性がある．その点，この調査手

法であれば「有料道路の使用に金銭を支払う」，「2種の選

択肢から 1 つのルートを選択する」という比較的現実に

即した設問設定が可能となるため，バイアスの除去・低

減に効果があるものと思われる． 

WTP の推計では，全サンプルを対象とした分析では，

有意な結果を得ることができなかったため，特に通勤・

通学手段が自動車の回答者のみを抽出（回答者数107人，

有効回答数 938 サンプル）して分析したところ，表-4に

示す結果を得た．なお，支払意思額は，X1，X2の係数を

それぞれX3の係数で除すことによって算出される．最尤

推定法における尤度比については，明確な基準は無いが

一般的には 0.2～0.3 程度の値が必要 10)とされ，今回の分

析結果では0.115と課題の残る結果となった．ひび割れ率

における t値は検定統計量を満たしている． 
 なお，ここで算出されたWTPは以降で実施する感度分

析の際の基準値として用いる． 
 
６．岐阜市道路ネットワークにおけるLCCの試算 

 図-4に示す岐阜市道路ネットワークを用いて，LCCの

試算を行い，目標維持管理水準を変化させた場合の影響

を分析する．なお，プロジェクトライフは60年とし，年

間の予算制約を1億5千万円，社会的割引率は4%とする． 
 
(1) 設定条件 

 管理対象とする路線は，岐阜市道路ネットワークの主

要路線から抽出した6路線，総延長56.125kmとする．管

理対象は，県道 77 号（環状部分のみ），県道１号線（岐

阜南濃線），県道78号（岐阜大野線），国道248号線，国

道 157 号線，国道 256 号線の 6 路線である．これらの路

線を100mに区切った管理区分におけるひび割れ率，わだ

ち掘れ量は，岐阜県道路舗装点検データより抽出した．

図-4に示すネットワーク上の太線のリンクが管理対象路

線である．なお，OD 交通量は H17 年度交通センサスデ

ータを基に設定した．また，補修戦略はMCI値によって

4 種類を想定した．各補修戦略に対する補修工法，工賃，

工期は，岐阜県アセットマネジメントで用いている設定

に従い，表-5の通りとした．また，補修工事の際，工期

中は車線規制によりリンク交通容量が1/2になるとした． 
 

(2) 対象路線全体のLCC分析（WTP×1.0） 

 まずは，前節で得られたWTPの値をそのまま用いた場

合の，対象路線全体のLCCの分析を行った．図-5は管理

対象としている6路線の合計のLCCと各種コストである．

また，図-6は補修戦略別のLCCの構成を示したものであ

表-5 補修戦略と条件設定 

補修MCI値 補修工法
工賃

（円/㎡）
工期

（㎡/日）

補修戦略① MCI≦3.5 打ち換え 9,300 100

補修戦略② MCI≦4.0

補修戦略③ MCI≦5.4

補修戦略④ MCI≦6.0 オーバーレイ 1,800 2,300

切削オーバーレイ 3,100 1,050

 

表-4 WTPの推計結果 

係数 t値 尤度比

ひび割れ率 X1 -0.01 2.07
(WTPc)
　　0.00325 （円/(%・km)）

わだち掘れ量 X2 -0.01 0.43
(WTPs)
　　0.00175 （円/(mm・km)）

ユーザーコスト X3 -3.94 -6.1 -

支払意思額

0.115
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る．これらの結果から，本試算においてはMCとUCmの

2つが支配的となっている．MCとUCmの両者は，補修

戦略②での費用が最小となっており，LCC で見た場合で

もこの結果に違いはない．UCcとUCsは，目標維持管理

水準が低下するに従い増加する結果となっているが，全

体のLCCに占める割合は微小であり，補修戦略の決定に

大きな影響を与えない．それぞれの費用がLCCに占める

割合は，まずは補修戦略②でUCcとUCsの占める割合が

最大となっており，合計すると約 1 割となっている．補

修戦略①では補修工法が打ち換えとなり，工期が大幅に

延長されるため，利用者の迂回費用であるUCmの値が大

きくなり，LCCに占める割合も約7割となる．なお，MC
が補修戦略①で③や④よりも小さな値となる理由として

は，補修が先送りされることから現在価値換算後の値が

小さくなることと，予算制約から必要な補修が実施され

ず，実際にはプロジェクトライフ 60 年経過後も MCI が
3.0以下の区間が残されていることなどが挙げられる． 
 以上の分析では，UCc と UCs が LCC に占める割合は

微小であり，少なくとも対象路線全体に同一の維持管理

目標を設定した場合には，最適な補修戦略に大きな影響

を与えない結果となった． 
 
(3) WTPの変化に対する感度分析（対象路線全体） 

次に WTP が最適な補修戦略に影響を与える水準がど

の程度であるかを分析するため，WTPの変化に対する最

適目標維持管理水準（以下，最適 MCI）の感度分析を実

施した．ここでは，コンジョイント分析の結果得られた

WTPの値を1.0とし，0倍～20倍まで0.5倍ごとに21パ
ターンのWTPについて試算を行った．また，より詳細な

感度を見るため，MCI の基準は 3.0～6.0 まで 0.1 ごとに

分析している．この結果を図-7に示す．この結果によれ

ば，0倍～10.5倍の間では最適MCIはMCI=3.8と変化は

なく，11.0 倍で MCI=5.7 となる．以下，11.5 倍～20.0 倍

と倍率を変化させた場合の最適 MCI は 5.5 よりも大きな

値をとる．11.0 倍以降の最適 MCI に急激な変化

（MCI=3.8→MCI=5.7）が発生しているのは，MCI=5.5以
上に対する補修工法をオーバーレイに固定しているため，

MCI=5.5 を境に工賃と工期が小さくなるためである．し

かしながら，60 年ものプロジェクトライフの期間中に発

生する補修の全てをオーバーレイのみで対応することは

困難であり，簡略化された条件設定に問題があると思わ

れる．そこで5.5以下，すなわち補修工法を切削オーバー

レイか打ち換えとする区間のみに焦点を当てる．この場

合，最適 MCI が MCI=4.0 以上となるのは，WTP が 13.0
倍以上となる時であることがわかる．なお，この 13.0 倍

の WTP とは，MCI=4.0 の状態で概ね 1km あたり 1 円～

1.5円程度の値となる．1つのMCIに対してWTPが幅を

持つのは，本研究ではひび割れ率とわだち掘れ量に対し

て，個別に WTP を与えているため，同一の MCI であっ

ても劣化状態によってWTPが異なるためである． 
 以上の分析では，目標補修水準をMCI=3.0～5.5の間と

して評価した場合，WTP が最適 MCI に影響を与えるに

は，MCI=4.0 の状態で概ね 1kmあたり 1.0～1.5 円程度の

支払意思額が必要となる結果となった． 
 
(4) 対象路線全体のLCC分析（WTP×13.0） 

 ここでは，路線全体を対象とした場合の最適MCIに影

響を与え始めるとされる WTP×13.0 倍の水準について，

LCC の感度分析を行った．図-8 は合計の LCC と各種コ

ストである．また，図-9は補修戦略別のLCCの構成を示

したものである．LCC では，オーバーレイ工法のみが適

用される補修戦略④が最も小さな値となる．この水準で

は，補修回数が多くなるため MC や UCm については補
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図-5 補修戦略別のLCCと各種コスト（WTP×1.0） 
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図-6 補修戦略別のLCCの構成（WTP×1.0） 
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修戦略①や②よりも大きくなっているが，UCcやUCsの
値がそれ以上に低い．ただし，補修戦略④は，前節で指

摘したように現実的には困難な選択肢であるといえよう． 
 次に補修戦略①と②を比較する．分析の対象としてい

るWTPが13.0倍となる水準は，補修戦略②のLCCが①

のLCC を僅かに下回る境界であり，その差は約 8,000 千

円となっている．具体的には，MCとUCmは補修戦略①

の方が下回っているものの，UCcとUCsの差がその差を

上回り始めるポイントであるといえる． 
 また，図-9をみると，補修戦略①や②では，LCCの内

UCcとUCsの占める割合が約6割程度と高くなっている． 
 
(5) WTPの変化に対する感度分析（路線別） 

 WTP の変化に対する感度分析を路線別に行うことで，

より詳細な分析を試みる．これは，前節までの分析が，

対象路線全体に一律の補修戦略を適用することを想定し

ていたものであるのに対し，路線別に異なる補修戦略を

適用することについての有意性を分析するものである． 
図-10は，6つの路線ごとに感度分析を行った結果であ

る．この分析結果では，路線ごとの最適 MCI が WTP の

倍率に関わらず異なっている．したがって，補修戦略を

ここでの分析のように 0.1 ごとに細かく設定することを

想定した場合は，路線ごとに異なる補修戦略を適用する

ことが有意であるといえる．さらに，特にWTPが高い水

準になるに従って路線ごとの最適MCIの差は大きなもの

となり，路線ごとに補修戦略を設定することの必要性が

高くなるといえよう．また，国道248号の最適MCIが4.5
倍で変化しており，最も低い倍率で影響が表れている．

次いで，国道 157 号の 5.5 倍，県道 1 号の 15.0 倍となっ

ているが，国道 248 号と 157 号の 2 路線とその他の路線

での差が，非常に大きなものとなっている．特に，国道

256 号では 20.0 倍の水準でも最適 MCI に変化は生じず，

MCI=3.7のままである． 
次に，WTP の変化に対して感度の高い路線（国道 248

号，国道 157 号）と低い路線（国道 256 号）の違いに着

目する．表-6は，MCI=4.0，WTP×1.0 倍の設定で試算さ

れた路線別の各種コストである． 
この結果では，まず国道256号のUCmが他の路線と比

較して突出して大きな値となっていることがわかる．こ

れは，当該路線に含まれる道路区間を補修した場合の時

間損失・走行費用損失が高いことを示しているが，平均

交通量（各路線に含まれる道路区間の平均交通量）には

大きな差はみられない．したがって，国道 256 号は補修

時の代替路が十分に確保されないという，ネットワーク

上の特性からUCm が高くなっていることになる．また，

交通量には大きな差がないことから，国道 256 号の UCc
と UCs の値が小さい訳ではなく，むしろ WTP の変化に

対して感度の高い 248 号よりも高い数値となっている．

このことは，交通量（道路利用者）の多い路線では，安

全性・快適性のコストは大きくなるが，ネットワーク特

性の影響から迂回コストが大きくなる路線では，WTPが
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図－9 補修戦略別のLCCの構成（WTP×13.0） 
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表－6 路線別の各種コスト（MCI=4.0,WTP×1.0倍） 
（百万円）

７７号 １号 ７８号 ２４８号 ２５６号 １５７号

LCC
(合計)

919 263 143 69 807 241

MC
(補修)

575 187 71 37 274 117

UCm
(利便性)

279 49 50 14 479 61

UCc
(快適性)

33 15 14 10 19 34

UCs
(安全性)

32 12 8 8 34 28

平均交通
量(台)

7,732 4,693 2,657 8,483 9,945 7,144  
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高い水準であった場合に，他の路線と比較して最適 MCI
が低くなる可能性があることを示している．図-11にLCC
の構成を示す．UCcとUCsの比率が，感度の高い国道248
号や国道157号では大きいのに対し，感度の低い国道256
号では小さくなっている．図-12には，WTPを10.0倍と

した場合の比率を示すが，この水準になると国道 248 号

や国道 157 号では，LCC の 8 割程度が UCc と UCs が占

める結果となっている． 
 以上の分析から，UCmとUCc・UCsがトレードオフの

関係にあり，WTPに対する感度がネットワーク特性の影

響を大きく受けることがわかった．なお，分析に用いた

路線は，複数の道路区間から構成されており，どの道路

区間を補修するかでUCmの値は大きく変化する．次節で

はさらに詳細な評価を行うため，道路区間別の分析結果

を示す． 
 
(6) WTPの変化に対する感度分析（道路区間別） 

 前節で，WTPに対する感度がネットワーク特性の影響

を大きく受けることが確認されたが，これはUCmが大き

い路線では，LCC に占める UCs と UCc の割合が低下す

ることによるものと思われる．したがって，ここではWTP
に対する感度と，LCC に占める UCs と UCc の割合との

関係について分析を行う．また，UCmによる影響をより

詳細に反映させるため，分析対象を道路区間別としてい

る．図-13に感度分析の結果を示す．縦軸は，道路区間別

に感度分析を実施した際に，補修戦略が最初に変化した

WTPの倍率である（0.1刻みで計測）．また，横軸はWTP
の感度に大きく影響すると考えられる各道路区間の

(MC+UCm)/(UCc+UCs)である．横軸の値は，MCI=4.0，
WTP×1.0 の数値を基準値としている．結果は高い相関が

確認された．これは，UCsとUCcの割合を低下させる一

因となる UCm の増加が，WTP に対する感度を低下させ

ることを示す．これから，UCsとUCcを考慮しないLCC
で維持補修計画を立案した場合，考慮する場合と比較し

て，同程度の交通量の道路区間であれば，迂回路の充実

した道路区間の補修を先送りしている可能性があるとい

える．したがって，ユーザーコストを考慮した場合は，

ネットワーク特性の影響を大きく受けることから，補修

水準を道路区間別に与えることが有意であるといえる． 
 また，補修戦略に影響を与え得るWTPの水準について

は，図-13から概ね5.0倍程度以上ではなかろうかと思わ

れる．なお，この5.0倍のWTPとは，MCI=4.0の状態で

概ね1kmあたり0.4円～0.6円程度の値となる． 
 
７．まとめ 

 本研究では，岐阜市の道路ネットワークを用いて，安

全性・快適性に関するユーザーコストが道路舗装の維持

管理計画に与える影響について，感度分析を実施した．

以下に，本研究で得られた知見を整理する． 
・岐阜市の道路ネットワークでの試算結果では，補修戦

略に影響を与え得るWTPとしては，MCI=4.0の状態で概

ね1kmあたり0.5円程度以上であることがわかった． 
・現状では，道路利用者の安全性・快適性の低下に係る

コストの貨幣換算について，精度の高い手法は確立され

ていない．今後，補修戦略への適用を想定した貨幣換算

を試みる場合，上記の値は 1 つの目安として活用可能で

あると考えられる． 
・例として，0.5 円/km は，1 回通行する度に支払う金額

としては被験者にとっては想像し難い水準であり，CVM
を用いる場合であれば，1年間毎日通行することを想定し

た設問とするか，本研究で用いたような間接的に金額を
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図－11 路線別のLCCの構成（MCI=4.0,WTP×1.0倍） 
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図－12 路線別のLCCの構成（MCI=4.0,WTP×10.0倍） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－13 補修戦略に影響を与えるWTPの倍率（道路区間別） 
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算出する手法を用いることが有効であると考えられる． 
・また，ユーザーコストを考慮した場合，利便性と快適

性・安全性のコストがトレードオフとなり，補修戦略に

ネットワーク特性が大きな影響を与えることがわかった． 
・したがって，その場合は各地域のネットワーク特性を

考慮し，補修水準を道路区間ごとに設定することが効果

的になると考えられる． 
 また，今後の課題や展望については以下の通りである． 
・本研究では，MCI を指標として道路利用者の安全性・

快適性評価を行っているが，実際には平坦性指標である

IRIを用いる方が適切であると考えられる． 
・しかしながら，現状では多くの自治体がアセットマネ

ジメントの検討がMCIを指標として行われており，デー

タの蓄積や劣化予測などの多くがMCIを用いている．こ

のような中で，貨幣換算した安全性・快適性の価値をど

のように舗装の維持管理計画に反映していくかは今後の

課題であるといえる． 
・本研究においてもWTPの精度の向上という課題は残さ

れている．まず，使用した一対比較法では，多くのサン

プルを必要とするため，ドライビングシミュレータや実

車を用いて実施することが困難であり，被験者に対しリ

アリティの高い状況を示すことが難しいことが挙げられ

る．また，今回被験者に示したインターネットアンケー

ト調査の画面では，被験者の経路選択に沿道環境や対向

車などがバイアスとして与える影響が十分に取り除かれ

ておらず，その点についても改善の必要がある． 
・なお，インターネット調査ではMCIを基準にサンプル

を抽出したため，わだち掘れ量について補修を必要とす

るサンプルが十分に抽出されなかったことが，精度低下

の一因と考えられ，この点についても改善が必要である． 
・さらに，既往研究では速度や車種によって乗心地が大

きく異なる点が指摘されていることから，このような研

究成果の反映も今後の課題であると考える． 
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A STUDY ON IMPACT OF USER COST  
IN THE MAINTENANCE PROGRAM OF ROAD PAVEMENT 

 

Toshiyuki SUZUKI，Satoshi SUGIURA，Akiyoshi TAKAGI and Fumitaka KURAUCHI 

 
This study evaluates the decrease of comfort and safety in driving by the pavement deterioration in the monetary term, and 

discusses the sensitivity of these user costs on the pavement maintenance and management strategies. We first derived the relative 
disutility for driving on less maintained road by the conjoint analysis, and the willingness-to-pay for pavement maintenance in the 
context of driving comfort and safety is estimated by them. The proposed model is applied to a road network in Gifu city, and how 
the optimal maintenance target index changes with different user weights onto driving comfort and safety is discussed. As a result, 
except for some minor differences among road sections, optimal pavement maintenance and management strategy may vary when 
the amount of user cost for comfort and safety is more than about 0.5 yen per kilometer. 


